
Ⅰ．はじめに

　ＮICUICU医療や小児医療の発展に伴い、これま

で救命が難しかった児の生命維持が可能となり、救

命率が向上している１）２）。しかし、日常生活にお

いて生命を維持するための吸引や吸入、中心静脈栄

養、呼吸器装着等の医療処置を必要とする児が多く

なり、医療的な処置が継続できなければ日常の生活

を維持することができない児、いわゆる医療的ケア

児が年々増加傾向にある３）。

　厚労省は2019の児童福祉法の一部改正において、

医療的ケア児についてその概要を明確にされ、また、

2021年には「医療的ケア児及びその家族に対する支

援に関する法律」が公布され、医療的ケア児の成長

および家族支援のために地方自治体や保育所および

学校等の設置者の責務が明示された。医療的ケア児

を含める医療依存度の高い児は、重症心身障害児に

比べ、知的・肢体に障害はなく、移動においても自

立していることが多い。日常的な医療的なケアが必

要となる以外は健常な児と変わらない生活を送るこ

とから、児と保護者は健常児が通う保育所や幼稚園

への入所を希望し、保育、教育を受けることを望む。

そこで、「医療的ケア児」を含め、疾患や障害等に

より日常的にかつ集団生活の中で何かしらの「配慮」

を必要とする児の保育施設（以下、保育園）への入

園はどのように勧められているのか調査することと

した。また、入園に際し、どのような調整や配慮が

行われているのか、受け入れ後にどのような困難な

場面がみられるのか調査し、医療的な配慮が必要な

児への保育園での対応を明らかにすることとした。

Ⅱ．目的

　医療的配慮を必要とする児の保育園への受け入れ

時とその後の対応について明らかにする。

Ⅲ．対象

　Y地区保育園看護師勉強会に参加する看護師およ

び保育士
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Ⅳ．方法

　質問紙調査：対象者に調査の目的や方法、倫理的

配慮について、文書及び口頭で説明した。調査用紙

は53部配布し、30部（30事例）回収した。倫理的配

慮については名古屋学芸大学倫理委員会の承認を得

て実施した（承認番号：603）。

用語の定義

医療的配慮：経管栄養や吸引といった「医療的ケ

ア」に加えて、食物アレルギーや発達障害など専用

の物品や手技を用いることは少ないが、疾患や障害

により集団生活において医療・看護・養育の視点か

ら必要となる配慮をさす。

Ⅴ．結果

　医療的な配慮が必要となった疾患について図１に

示す。食物アレルギーが９件と最多であり、次いで

発達障害が５件、心疾患が４件であった。先天性心

疾患と発達障害など複数の疾患等を合併している児

は10名であった。

　児に必要な医療的配慮について（図２）、エピペン

や抗けいれん薬などの薬剤管理が17件、次いで発達障

害児への支援が７件、身体障害等による移動や活動へ

の援助が６件であった。また、注入が必要な栄養管理

を行っているものが３名、在宅酸素を使用している

ものが３名、人工呼吸器管理が必要な児が１名いた。

図１　医療的配慮が必要となった疾患（延べ数）

図２　園生活で必要な医療的配慮（延べ数）
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　事前調整の有無とコーディネーターの有無につい

て図３に示す。30事例中19件が事前調整を行ったう

えで入園していた。また、事前調整を行った19件は

全例入所前に疾患等を発症していた。事前調整がな

かった11件はアレルギー対応が必要な事例が４件と

最も多く、次いで入園後に１型糖尿病を発症した事

例が２件であった。アレルギー対応が必要な事例の

うち１件は入園後にエピペンを持参しており、アレ

ルギー対応が必要であることが判明していた。また、

入園後に口蓋裂がありホッツ床の取り扱いについて

確認が必要となった事例が１件あり、保育園から保

護者や医療機関、市町村へ問い合わせを行っていた。

　児の入所や園生活のコーディネートについて表１

に示す。事前調整の有無にかかわらずコーディネー

トする者がいたのは３割程度であった。入園前に市

町村がコーディネートを行った４件の事例は、心疾

患によりペースメーカーを挿入し在宅酸素を利用し

ている事例が２件、導尿が必要な事例が１件、経管

栄養を実施している事例が１件であった。事前調整

がなく入所後に市町村がコーディネートを行った事

例は、１型糖尿病によるインスリン注射や血糖モニ

タリングが必要な事例１件のみであり、１型糖尿病

でも市町村によってはコーディネーターとして関わ

る場合と関わらない場合があることが分かった。ま

た、入所後に人工呼吸器や在宅酸素の利用が必要と

なった事例、経管栄養を行うことになった事例につ

図３　事前調整の有無とコーディネーターの有無

表１　コーディネートを行った職種
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いてはコーディネーターが不在であり、園生活を送

るにあたり保護者や保育園が調整や対応を行ってい

た。

　医療的配慮が必要な児の受入れ前に行った対応に

ついて表２に示す。保育園は児を受け入れるにあた

り必要な人員の確保や緊急時対応など【受け入れ態

勢を整える】ことや【生命を守る安全への配慮】に

加えて、職員間で情報共有や実施訓練を行うなど【必

要な医療行為の研修】を行い、入園に備えていた。

また、入園してくる児が【友達と活動できるよう配

慮】したり、児の成長発達や就学をみすえて【生活

行動や医療機器の扱いの自立】を目指し対応してい

ることがわかった。

　受け入れ前の対応が十分であったのかを検討する

ため、受け入れ後の困難な場面について表３にまと

めた。受け入れ後は園児たちの【危険に配慮できな

い行動】が起きた場面、たとえば下のクラスの園児

が経管栄養チューブを抜いてしまう時に困難感を覚

えることがわかった。また、室内だけではなく園庭

や園外で活動を行うなかで【医療器具等の破損や汚

損】、【園外活動での対応】が求められることがわかっ

た。そして疾患によっては急変のリスクを伴ってお

り、【急変時素早い対応が必要】な場面で困難感を

感じていた。

表２　受け入れ前の対応
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Ⅵ．考察

　保育所等における医療的ケア児の受け入れ方策等

に関する調査４）によると、医療的ケア児の受け入

れ方針について民営保育所については「個別の保育

所の対応方針に委ねる」と回答したものが最も多く

37.8％であった。また、医療的ケア児の受け入れに

あたってのガイドライン等の作成の有無については

医療的ケア児がいる市町村においても67％がないと

回答していた。今回の調査の結果からも、市町村の

関与が確認できた事例はすくなく、今までの医療的

配慮が必要な児の受け入れに関しては保育園や保護

者、主治医が中心となり行ってきたようすが伺え

た。入園前の対応で人員の確保や研修等を行ってい

ても、入園後には子どもたちや職員の行動により危

険な状況となっており、疾患や障害の程度の変化や

子どもたちの成長発達にあわせた配慮になっている

か、また対応する職員の関わりについても定期的に

フォローが必要であると思われた。園外活動での移

動の困難さや急変の対応については保育園だけでは

なく、関係機関や地域の協力が必要である。疾患や

障害等により集団生活において配慮が必要な児の増

加により保育園の負担が増す現状に、さらに専門知

識や技術が必要となる医療的ケア児の保育園への受

入れを進めていくためには、関係機関とスムーズに

連携がとれ、必要な人材の確保、施設整備、そして

研修やその後のフォロー等を受けることができるよ

う体制を整えていく必要がある。

　本調査では、入園前に疾患等を発症し医療的配慮

が必要な児の約66割が事前調整の上で入所している

ことが分かった。現在沖縄県において医療的ケア児

表３　受入れ後の困難な場面
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等コーディネーター養成研修を修了した事業所等も

徐々に増えていることから、今後医療的配慮が必要

な児とその家族のニーズに合わせて入園を検討し、

かつ保育園での医療的配慮が必要な児の在園の偏り

を調整することで園の負担を軽減していくことがで

きると考える。しかし、入園後に配慮が必要である

ことを把握する事例もあり、その要因としては保護

者の意識として家庭生活では特に問題がないため申

告の必要性を感じていなかったことや、入園に際し

提出が必要な書類の書式によっては記載事項が不十

分であった可能性が考えられる。そのため、入所申

込や事前調整の際にどのような事項の確認があれば

児の安全な保育環境を整えていけるのか、またどの

ような事例の場合コーディネートが必要となるのか

など、市町村と園で調整していく必要がある。

　次に課題となるのが入園後に医療的ケアや配慮が

必要となった児のコーディネートを行うものが不在

であることがあげられる。医療的ケア児を受け入れ

るにあたり看護師等の配置が必要となることが考え

られるが、医療的ケア児の受け入れにあたり施設

として看護師等を配置していると回答するものが

73.9％であり４）、もともと保育園にいる看護師が対

応していることがわかる。藤代ら５）による関東圏

を中心とした全国保育園看護師の調査では、保育園

看護師の配置人数は11人配置が94％であり、そのう

ち31.7％はクラス担任として配置されていた。クラ

ス担任として配置されている看護師は日常的に必要

となる保健業務を兼務することが多い。このことか

ら、在園児に医療的配慮が必要になった時に在籍し

ている看護師の配置状況では対応が困難となる場合

がでてくることが考えられる。また、保育園看護師

の背景として小児科を経験しているものも少なく、

児の病状の評価や急変時対応、ニーズの把握に戸惑

うこともある。そのため、園に人員の確保や研修の

調整等を任せている状況では、特に急変のリスクが

高い児の受け入れはすすまない可能性もある。その

ため、入園後に医療的配慮が必要となった児につい

ても、市町村を窓口とした登園に際し必要なコー

ディネートとその後に必要となる対応についても調

整していける体制を整える必要があると考える。

Ⅶ．まとめ

　保育園には経管栄養や吸引などが必要な「医療的

ケア児」とアレルギーや発達障害により集団保育に

おいて安全の確保や保育への参加を個別に対応する

など「医療的配慮」が必要な児がおり、児の受け入

れに関しては事前調整が行われていた。しかし、市

町村がコーディネートを行った事例は少なく、特に

入園後に配慮が必要となった児に関しては疾患やケ

アの内容に問わずコーディネーターが不在の事例も

あり、市町村や保育園での対応の違いがあることが

わかった。疾患や医療的ケアによってはコーディネー

トが必要ない場合も考えられるが、児を受け入れる

にあたり人員の確保、施設整備、研修、入園後のフォ

ロー等が必要となる場合は特にコーディネーターの

存在が必要であり、保育園や保護者、医療機関との

連携を含め市町村が積極的に関われるようガイドラ

インの作成等、体制を整備していく必要があった。
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